
その他 この冊子は環境保全のため、植物油インキとFSC® 認証紙を使用しています。
また、見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

　これまでの「カーエレクトロニクス」「プロフェッショナ
ルシステム」「光学＆オーディオ」「ソフト＆エンターテイン
メント」の４つの事業セグメントを、「成長牽引事業」である

「オートモーティブ分野」と「収益基盤事業」である「パブリ
ックサービス分野」「メディアサービス分野」の３つの顧客
業界分野別組織へ再編し、新しい「会社のかたち」を構築し
ました。

商 号 株式会社JVCケンウッド
（英文名: JVC KENWOOD Corporation）

事 業 内 容 オートモーティブ分野、パブリックサービス分野、メ
ディアサービス分野の事業等を営むこと、ならびに
これらに相当する事業を営む会社の株式または持分
を保有することによる当該会社の事業活動の管理

設 立 平成20年10月1日
本店所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12 番地

取　締　役
代表取締役会長 河　原 春　郎
代表取締役社長 辻 孝　夫
取締役 相　神 一　裕
取締役 田　村 誠　一
取締役 谷　田 泰　幸
社外取締役 疋　田 純　一
社外取締役 吉　海 正　憲
社外取締役 阿　部 康　行
監　査　役
常勤監査役 坂　本 隆　義
社外監査役 鷲　田 彰　彦
社外監査役 浅　井 彰二郎

証券コード：6632

連結財務諸表

四半期連結貸借対照表 当第2四半期連結会計期間（平成27年9月30日）

四半期連結損益計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

科　目 金　額 （百万円）
資産の部
流動資産 149,480

現金及び預金 44,975
受取手形及び売掛金 50,976
商品及び製品 27,394
仕掛品 4,946
原材料及び貯蔵品 10,123
繰延税金資産 4,029
その他 8,703
貸倒引当金 △ 1,669

固定資産 122,060
有形固定資産 55,800

建物及び構築物(純額) 13,230
機械装置及び運搬具(純額) 7,540
工具、器具及び備品(純額) 5,491
土地 28,100
建設仮勘定 1,436

無形固定資産 24,771
のれん 8,685
ソフトウエア 10,744
その他 5,341

投資その他の資産 41,488
投資有価証券 5,435
退職給付に係る資産 29,844
その他 7,102
貸倒引当金 △ 894

資産合計 271,541

科　目 金　額 （百万円）
売上高 139,384
売上原価 100,972
売上総利益 38,411
販売費及び一般管理費 39,391
営業損失（△） △ 980

営業外収益 613
営業外費用 2,726

経常損失（△） △ 3,093
特別利益 1,591
特別損失 1,413

税金等調整前四半期純損失（△） △ 2,915
法人税、住民税及び事業税 1,534
法人税等調整額 35
法人税等合計 1,569
四半期純損失（△） △ 4,485
非支配株主に帰属する四半期純利益 289
親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △ 4,775

科　目 金　額 （百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,933

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,645

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,544

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 896

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） △ 10,153

現金及び現金同等物の期首残高 54,452

現金及び現金同等物の四半期末残高 44,299

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年６月開催
基準日 定時株主総会　毎年３月31日

期末配当金　　毎年３月31日
中間配当金　　毎年９月30日
上記基準日の他、基準日を定めて剰余金の配当
をすることができます。

公告方法 電子公告により行います。
公告掲載インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com
事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

証券コード 6632

単元株式数 100株
株主名簿管理人・
特別口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

（郵便物送付先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 0120-782-031
（土・日・祝祭日を除く 9：00～17：00）

（インターネットホームページ URL） http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html
株式に関する住所変更等
のお届出およびご照会に
ついて

証券会社の口座をご利用の場合は、取引証券
会社へご照会ください。
証券会社の口座のご利用がない場合および
株式が特別口座※に記録されている場合は、
上記電話照会先までご連絡ください。

※特別口座について 株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管
振替機構）を利用されていなかった株主様には、
株主名簿管理人である上記の三井住友信託
銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設し、株式を記録、管理しています。

お問い合わせ先 株式会社JVCケンウッド
コーポレート・コミュニケーション部　広報・IR部
住所：〒221-0022

神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地
電話：045-444-5232（直通）
Eメール：prir@jvckenwood.com
インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com

〒221-0022  神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地

TOPICS >>

新しい「会社のかたち」へ
〜組織再編〜

科　目 金　額 （百万円）
負債の部
流動負債 98,782

支払手形及び買掛金 32,558
短期借入金 14,776
1年内返済予定の長期借入金 10,897
未払金 7,238
未払費用 18,955
未払法人税等 2,570
製品保証引当金 1,518
返品調整引当金 682
その他 9,586

固定負債 103,839
長期借入金 49,876
再評価に係る繰延税金負債 1,606
繰延税金負債 14,290
退職給付に係る負債 34,698
その他 3,368

負債合計 202,622
純資産の部
株主資本 71,949

資本金 10,000
資本剰余金 45,272
利益剰余金 16,712
自己株式 △ 36

その他の包括利益累計額 △ 8,743
その他有価証券評価差額金 511
繰延ヘッジ損益 △ 39
土地再評価差額金 3,375
為替換算調整勘定 △ 10,095
退職給付に係る調整累計額 △ 2,495

非支配株主持分 5,713
純資産合計 68,918
負債純資産合計 271,541

第8期中間期（第2四半期）のご報告
2015.4.1▶2015.9.30

株主・投資家のみなさまへ

執 行 役 員
（兼）執行役員 最高経営責任者（CEO） 河　原 春　郎
（兼）執行役員 最高執行責任者（COO）
兼 パブリックサービス分野 

（業務用システム・ヘルスケア事業）担当 辻 孝　夫
（兼）執行役員 最高戦略責任者（CSO）
兼 企業戦略部長 田　村 誠　一
執行役員 欧州CEO 江　口 祥一郎

（兼）執行役員 米州CEO
兼 パブリックサービス分野

（無線システム事業）担当 相　神 一　裕
執行役員 副社長 COO補佐

（メディアサービス分野担当） 斉　藤 正　明
執行役員 最高財務責任者（CFO） 藤　田 聡

（兼）執行役員 最高革新責任者（CIO）
兼 オートモーティブ分野責任者 谷　田 泰　幸
執行役員 日本CEO 栗　原 直　一
執行役員 最高リスク責任者（CRO）
兼 コーポレート・マネジメント部担当
兼 経営監査室担当 今　井 正　樹
執行役員 最高生産責任者（CPO） 松　沢 俊　明
執行役員 常務 財務経理部長 宮　本 昌　俊
執行役員 常務 米州CEO補佐

（無線システム事業） 鈴　木 昭
執行役員 アジアCEO
兼 アジア地域パブリックサービス事業統括 大　井 一　樹
執行役員 中国CEO 上　山 博　民

（兼）は取締役との兼務です。

オートモーティブ分野
市販事業、
用品事業、
純正事業など

パブリックサービス分野
セーフティ事業、
ヘルスケア事業

メディアサービス分野
メディア事業、
エンターテインメント事業

成長牽引事業

収益基盤事業

 これまで（製品事業別組織）

 新しい「会社のかたち」（顧客業界分野別組織）

カーエレクトロニクス
プロフェッショナルシステム

光学＆オーディオ
ソフト＆エンターテインメント

その他

トピックス 会社情報 株式関連メモ
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■�売上高　市販事業は国内販売が好調も、中近東・欧州の
市況低迷の影響などから減収。用品事業は、新規顧客向
けディーラーオプション商品の出荷開始などから増
収。純正事業は、ASKの連結子会社化により増収。

■�営業損益　市販事業は国内増益も、中近東・欧州の減収
影響から全体では減益。用品事業は新規受注獲得にと
もなう先行開発費増などから減益。純正事業は次世代
事業・新規受注獲得にともなう開発費増などから減益。
当第2四半期連結会計期間ではオートモーティブ分野
全体で黒字を確保。

株主・投資家のみなさまへ セグメント情報 連結決算ハイライト

代表取締役会長

平素は格別のご高配を賜り改めて厚く御礼申しあげます。
当社は、9月30日をもって第8期中間期（第2四半期累計

期間）を終了いたしましたので、ここにご報告申しあげま
す。

当累計期間における連結売上高は、1,393億84百万円
（前年同期比2.9％増）となりました。

平成27年4月1日付でASK Industries S.p.A.（以下
「ASK」といいます。）を連結子会社化したことなどから、
オートモーティブ分野は増収となりました。一方、当第2
四半期連結会計期間に業務用無線事業が減収となったも
のの、米国無線子会社の業績に改善傾向が見られたこと
などから、パブリックサービス分野は前年同期並みの実
績となりました。また、平成27年4月28日付で株式会社テ
イチクエンタテインメント（以下「テイチク」といいます。）
の全株式を譲渡した影響などから、メディアサービス分
野は減収となりました。

当累計期間における連結営業利益は、前年同期比で約
21億円減となる9億80百万円の損失となりました。

市販事業が海外販売減の影響を受けたことや、用品事
業や純正事業で、計画を上回る新規受注獲得などにより
期初計画外の先行開発費が増加したことなどから、オー
トモーティブ分野は減益となりました。また、業務用無線
事業が減益となったことなどから、パブリックサービス分
野は減益となりました。メディアサービス分野は、テイチ
クの全株式を譲渡した影響などから減益となりました。

なお、当第2四半期連結会計期間における連結営業利益
は、オートモーティブ分野の市販事業において、国内販売
が第1四半期連結会計期間同様好調に推移したこと、用品
事業で新規顧客向けディーラーオプション商品の出荷を
開始したこと、またパブリックサービス分野で米国無線子
会社の業績に改善傾向が見られたことなどから、黒字を
確保しました。

●より詳細な情報は当社ホームページのIRサイトよりご覧いただけます。

▶http://www.jvckenwood.coｍ/ir/
検 索JVCケンウッド IR

オートモーティブ分野

パブリックサービス分野 メディアサービス分野

セグメント情報は中面をご覧ください

中間配当について

売上高 営業損益

1,393億84百万円 △ 9億80百万円
（前年同期比2.9％増）

■第2四半期（累計）／■通期

（前年同期比約21億円減）

平成25年
３月期

平成26年
３月期

平成27年
３月期

（億円）

平成28年
３月期

2,950
（予想）

1,394

2,8503,066 3,163

1,493 1,3541,484

平成25年
３月期

平成26年
３月期

平成27年
３月期

（億円）

45
（予想）

平成28年
３月期

△10

44
66

96

△22

11
44

経常損益 親会社株主に帰属する
四半期（当期）純損益

△ 30億93百万円 △ 47億75百万円
（前年同期比約27億円減） （前年同期比約17億円減）

平成25年
３月期

平成26年
３月期

平成27年
３月期

平成28年
３月期

△42 △4

10
（予想）

△31

△1

31
3230

（億円）

47

△30

平成25年
３月期

平成26年
３月期

平成27年
３月期

（億円）

15
（予想）

△48
平成28年
３月期

△66

△51

12
11

損益為替レート
第1四半期 第2四半期

当期 米ドル 約121円 約122円
ユーロ 約134円 約136円

前期（参考） 米ドル 約102円 約104円
ユーロ 約140円 約138円

その他
2.1%

47.6%

23.1%27.2%

売上高
構成比

平成28年3月期
中間期

平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

580
663

平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

△7

6

車載用CD/DVDメカニズム

純正装着
スピーカー

平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

3 1
平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

322361

売上高（億円）

売上高（億円）

営業損益（億円） 純　正用　品　事　業

純　正　事　業

市　販　事　業

営業損益（億円） セーフティ事業

ヘルスケア事業

売上高（億円）

エンターテインメント事業

メディア事業 営業損益（億円）

■�売上高　メディア事業はAVアクセサリーが好調も、プ
ロジェクター販売減少などから減収。エンターテインメ
ント事業はテイチク全株式譲渡の影響から減収。

■�営業損益　メディア事業はAVアクセサリーが増益とな
り、プロカメラが商品構成改善により黒字転換したこと
などから、損失が減少。エンターテインメント事業はテイ
チク全株式譲渡の影響から減益。

全天候型
ハイビジョン

メモリームービー

サザンオールスターズ

星野源

SMAP

大原櫻子

家入レオ

LOVE PSYCHEDELICO

平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

379380 3

△6

平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

■�売上高　無線システム事業は米国無線子会社の改善な
どから増収。業務用システム事業は海外商品ライン
ナップ絞り込みなどから減収。ヘルスケア事業は海外
販売減により減収。
■�営業損益　無線システム事業は米国無線子会社含む再
編・改革途上にあり減益。当第2四半期連結会計期間では
増益。業務用システム事業は固定費削減などから損失が
減少。ヘルスケア事業は減収により減益。 医用画像表示用

ディスプレイ

業務用デジタル
無線システム

アマチュア無線

セキュリティビデオカメラ 非常業務放送装置

デジタルワイヤレスマイク
システム

特定小電力
トランシーバー

VoIPラジオ
ディスパッチシステム

当社では、安定的に利益還元を行うことが経営上の最重要
課題の一つと考え、収益力および財務状況を総合的に考慮して
剰余金の配当およびその他処分などを決定することとしており
ます。

第8期中間配当につきましては、経営資源を集中するため、
取締役会で配当を見送ることを決議いたしました。

スタジオカメラ
システム

4Kメモリーカード
カメラレコーダー

業務用“D-ILA”
8Kプロジェクター

ステレオ
ミニヘッドホン

ドライブ
レコーダー

海外市販向け
AVナビゲーションシステム

国内市販向け
AVナビゲーションシステム“彩速ナビ”

市販向け
カーオーディオシステム

海外市販向け
ディスプレイオーディオシステム

車載用カスタムフィット・
スピーカー

ディーラーオプション向け
メモリーナビゲーションシステム

カーオプトロニクス製品（イメージ）

電子メーター

電子ミラー

ヘッドアップディスプレイ（HUD）

（　　  ）
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■�売上高　市販事業は国内販売が好調も、中近東・欧州の
市況低迷の影響などから減収。用品事業は、新規顧客向
けディーラーオプション商品の出荷開始などから増
収。純正事業は、ASKの連結子会社化により増収。

■�営業損益　市販事業は国内増益も、中近東・欧州の減収
影響から全体では減益。用品事業は新規受注獲得にと
もなう先行開発費増などから減益。純正事業は次世代
事業・新規受注獲得にともなう開発費増などから減益。
当第2四半期連結会計期間ではオートモーティブ分野
全体で黒字を確保。

株主・投資家のみなさまへ セグメント情報 連結決算ハイライト

代表取締役会長

平素は格別のご高配を賜り改めて厚く御礼申しあげます。
当社は、9月30日をもって第8期中間期（第2四半期累計

期間）を終了いたしましたので、ここにご報告申しあげま
す。

当累計期間における連結売上高は、1,393億84百万円
（前年同期比2.9％増）となりました。

平成27年4月1日付でASK Industries S.p.A.（以下
「ASK」といいます。）を連結子会社化したことなどから、
オートモーティブ分野は増収となりました。一方、当第2
四半期連結会計期間に業務用無線事業が減収となったも
のの、米国無線子会社の業績に改善傾向が見られたこと
などから、パブリックサービス分野は前年同期並みの実
績となりました。また、平成27年4月28日付で株式会社テ
イチクエンタテインメント（以下「テイチク」といいます。）
の全株式を譲渡した影響などから、メディアサービス分
野は減収となりました。

当累計期間における連結営業利益は、前年同期比で約
21億円減となる9億80百万円の損失となりました。

市販事業が海外販売減の影響を受けたことや、用品事
業や純正事業で、計画を上回る新規受注獲得などにより
期初計画外の先行開発費が増加したことなどから、オー
トモーティブ分野は減益となりました。また、業務用無線
事業が減益となったことなどから、パブリックサービス分
野は減益となりました。メディアサービス分野は、テイチ
クの全株式を譲渡した影響などから減益となりました。

なお、当第2四半期連結会計期間における連結営業利益
は、オートモーティブ分野の市販事業において、国内販売
が第1四半期連結会計期間同様好調に推移したこと、用品
事業で新規顧客向けディーラーオプション商品の出荷を
開始したこと、またパブリックサービス分野で米国無線子
会社の業績に改善傾向が見られたことなどから、黒字を
確保しました。

●より詳細な情報は当社ホームページのIRサイトよりご覧いただけます。

▶http://www.jvckenwood.coｍ/ir/
検 索JVCケンウッド IR

オートモーティブ分野

パブリックサービス分野 メディアサービス分野

セグメント情報は中面をご覧ください

中間配当について
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2.1%

47.6%

23.1%27.2%

売上高
構成比

平成28年3月期
中間期

平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

580
663

平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

△7

6

車載用CD/DVDメカニズム

純正装着
スピーカー

平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

3 1
平成27年３月期
中間期

平成28年３月期
中間期

322361

売上高（億円）

売上高（億円）

営業損益（億円） 純　正用　品　事　業

純　正　事　業

市　販　事　業

営業損益（億円） セーフティ事業

ヘルスケア事業
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■�売上高　メディア事業はAVアクセサリーが好調も、プ
ロジェクター販売減少などから減収。エンターテインメ
ント事業はテイチク全株式譲渡の影響から減収。
■�営業損益　メディア事業はAVアクセサリーが増益とな
り、プロカメラが商品構成改善により黒字転換したこと
などから、損失が減少。エンターテインメント事業はテイ
チク全株式譲渡の影響から減益。
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■�売上高　無線システム事業は米国無線子会社の改善な
どから増収。業務用システム事業は海外商品ライン
ナップ絞り込みなどから減収。ヘルスケア事業は海外
販売減により減収。
■�営業損益　無線システム事業は米国無線子会社含む再
編・改革途上にあり減益。当第2四半期連結会計期間では
増益。業務用システム事業は固定費削減などから損失が
減少。ヘルスケア事業は減収により減益。 医用画像表示用
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当社では、安定的に利益還元を行うことが経営上の最重要
課題の一つと考え、収益力および財務状況を総合的に考慮して
剰余金の配当およびその他処分などを決定することとしており
ます。

第8期中間配当につきましては、経営資源を集中するため、
取締役会で配当を見送ることを決議いたしました。

スタジオカメラ
システム

4Kメモリーカード
カメラレコーダー

業務用“D-ILA”
8Kプロジェクター
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ディスプレイオーディオシステム

車載用カスタムフィット・
スピーカー

ディーラーオプション向け
メモリーナビゲーションシステム

カーオプトロニクス製品（イメージ）

電子メーター

電子ミラー

ヘッドアップディスプレイ（HUD）
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事業・新規受注獲得にともなう開発費増などから減益。
当第2四半期連結会計期間ではオートモーティブ分野
全体で黒字を確保。
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す。

当累計期間における連結売上高は、1,393億84百万円
（前年同期比2.9％増）となりました。
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「ASK」といいます。）を連結子会社化したことなどから、
オートモーティブ分野は増収となりました。一方、当第2
四半期連結会計期間に業務用無線事業が減収となったも
のの、米国無線子会社の業績に改善傾向が見られたこと
などから、パブリックサービス分野は前年同期並みの実
績となりました。また、平成27年4月28日付で株式会社テ
イチクエンタテインメント（以下「テイチク」といいます。）
の全株式を譲渡した影響などから、メディアサービス分
野は減収となりました。

当累計期間における連結営業利益は、前年同期比で約
21億円減となる9億80百万円の損失となりました。
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期初計画外の先行開発費が増加したことなどから、オー
トモーティブ分野は減益となりました。また、業務用無線
事業が減益となったことなどから、パブリックサービス分
野は減益となりました。メディアサービス分野は、テイチ
クの全株式を譲渡した影響などから減益となりました。

なお、当第2四半期連結会計期間における連結営業利益
は、オートモーティブ分野の市販事業において、国内販売
が第1四半期連結会計期間同様好調に推移したこと、用品
事業で新規顧客向けディーラーオプション商品の出荷を
開始したこと、またパブリックサービス分野で米国無線子
会社の業績に改善傾向が見られたことなどから、黒字を
確保しました。
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増益。業務用システム事業は固定費削減などから損失が
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剰余金の配当およびその他処分などを決定することとしており
ます。

第8期中間配当につきましては、経営資源を集中するため、
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その他 この冊子は環境保全のため、植物油インキとFSC® 認証紙を使用しています。
また、見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

　これまでの「カーエレクトロニクス」「プロフェッショナ
ルシステム」「光学＆オーディオ」「ソフト＆エンターテイン
メント」の４つの事業セグメントを、「成長牽引事業」である

「オートモーティブ分野」と「収益基盤事業」である「パブリ
ックサービス分野」「メディアサービス分野」の３つの顧客
業界分野別組織へ再編し、新しい「会社のかたち」を構築し
ました。

商 号 株式会社JVCケンウッド
（英文名: JVC KENWOOD Corporation）

事 業 内 容 オートモーティブ分野、パブリックサービス分野、メ
ディアサービス分野の事業等を営むこと、ならびに
これらに相当する事業を営む会社の株式または持分
を保有することによる当該会社の事業活動の管理

設 立 平成20年10月1日
本店所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12 番地

取　締　役
代表取締役会長 河　原 春　郎
代表取締役社長 辻 孝　夫
取締役 相　神 一　裕
取締役 田　村 誠　一
取締役 谷　田 泰　幸
社外取締役 疋　田 純　一
社外取締役 吉　海 正　憲
社外取締役 阿　部 康　行
監　査　役
常勤監査役 坂　本 隆　義
社外監査役 鷲　田 彰　彦
社外監査役 浅　井 彰二郎

証券コード：6632

連結財務諸表

四半期連結貸借対照表 当第2四半期連結会計期間（平成27年9月30日）

四半期連結損益計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

科　目 金　額 （百万円）
資産の部
流動資産 149,480

現金及び預金 44,975
受取手形及び売掛金 50,976
商品及び製品 27,394
仕掛品 4,946
原材料及び貯蔵品 10,123
繰延税金資産 4,029
その他 8,703
貸倒引当金 △ 1,669

固定資産 122,060
有形固定資産 55,800

建物及び構築物(純額) 13,230
機械装置及び運搬具(純額) 7,540
工具、器具及び備品(純額) 5,491
土地 28,100
建設仮勘定 1,436

無形固定資産 24,771
のれん 8,685
ソフトウエア 10,744
その他 5,341

投資その他の資産 41,488
投資有価証券 5,435
退職給付に係る資産 29,844
その他 7,102
貸倒引当金 △ 894

資産合計 271,541

科　目 金　額 （百万円）
売上高 139,384
売上原価 100,972
売上総利益 38,411
販売費及び一般管理費 39,391
営業損失（△） △ 980

営業外収益 613
営業外費用 2,726

経常損失（△） △ 3,093
特別利益 1,591
特別損失 1,413

税金等調整前四半期純損失（△） △ 2,915
法人税、住民税及び事業税 1,534
法人税等調整額 35
法人税等合計 1,569
四半期純損失（△） △ 4,485
非支配株主に帰属する四半期純利益 289
親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △ 4,775

科　目 金　額 （百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,933

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,645

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,544

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 896

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） △ 10,153

現金及び現金同等物の期首残高 54,452

現金及び現金同等物の四半期末残高 44,299

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年６月開催
基準日 定時株主総会　毎年３月31日

期末配当金　　毎年３月31日
中間配当金　　毎年９月30日
上記基準日の他、基準日を定めて剰余金の配当
をすることができます。

公告方法 電子公告により行います。
公告掲載インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com
事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

証券コード 6632

単元株式数 100株
株主名簿管理人・
特別口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

（郵便物送付先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 0120-782-031
（土・日・祝祭日を除く 9：00～17：00）

（インターネットホームページ URL） http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html
株式に関する住所変更等
のお届出およびご照会に
ついて

証券会社の口座をご利用の場合は、取引証券
会社へご照会ください。
証券会社の口座のご利用がない場合および
株式が特別口座※に記録されている場合は、
上記電話照会先までご連絡ください。

※特別口座について 株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管
振替機構）を利用されていなかった株主様には、
株主名簿管理人である上記の三井住友信託
銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設し、株式を記録、管理しています。

お問い合わせ先 株式会社JVCケンウッド
コーポレート・コミュニケーション部　広報・IR部
住所：〒221-0022

神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地
電話：045-444-5232（直通）
Eメール：prir@jvckenwood.com
インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com

〒221-0022  神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地

TOPICS >>

新しい「会社のかたち」へ
〜組織再編〜

科　目 金　額 （百万円）
負債の部
流動負債 98,782

支払手形及び買掛金 32,558
短期借入金 14,776
1年内返済予定の長期借入金 10,897
未払金 7,238
未払費用 18,955
未払法人税等 2,570
製品保証引当金 1,518
返品調整引当金 682
その他 9,586

固定負債 103,839
長期借入金 49,876
再評価に係る繰延税金負債 1,606
繰延税金負債 14,290
退職給付に係る負債 34,698
その他 3,368

負債合計 202,622
純資産の部
株主資本 71,949

資本金 10,000
資本剰余金 45,272
利益剰余金 16,712
自己株式 △ 36

その他の包括利益累計額 △ 8,743
その他有価証券評価差額金 511
繰延ヘッジ損益 △ 39
土地再評価差額金 3,375
為替換算調整勘定 △ 10,095
退職給付に係る調整累計額 △ 2,495

非支配株主持分 5,713
純資産合計 68,918
負債純資産合計 271,541

第8期中間期（第2四半期）のご報告
2015.4.1▶2015.9.30

株主・投資家のみなさまへ

執 行 役 員
（兼）執行役員 最高経営責任者（CEO） 河　原 春　郎
（兼）執行役員 最高執行責任者（COO）
兼 パブリックサービス分野 

（業務用システム・ヘルスケア事業）担当 辻 孝　夫
（兼）執行役員 最高戦略責任者（CSO）
兼 企業戦略部長 田　村 誠　一
執行役員 欧州CEO 江　口 祥一郎

（兼）執行役員 米州CEO
兼 パブリックサービス分野

（無線システム事業）担当 相　神 一　裕
執行役員 副社長 COO補佐

（メディアサービス分野担当） 斉　藤 正　明
執行役員 最高財務責任者（CFO） 藤　田 聡

（兼）執行役員 最高革新責任者（CIO）
兼 オートモーティブ分野責任者 谷　田 泰　幸
執行役員 日本CEO 栗　原 直　一
執行役員 最高リスク責任者（CRO）
兼 コーポレート・マネジメント部担当
兼 経営監査室担当 今　井 正　樹
執行役員 最高生産責任者（CPO） 松　沢 俊　明
執行役員 常務 財務経理部長 宮　本 昌　俊
執行役員 常務 米州CEO補佐

（無線システム事業） 鈴　木 昭
執行役員 アジアCEO
兼 アジア地域パブリックサービス事業統括 大　井 一　樹
執行役員 中国CEO 上　山 博　民

（兼）は取締役との兼務です。

オートモーティブ分野
市販事業、
用品事業、
純正事業など

パブリックサービス分野
セーフティ事業、
ヘルスケア事業

メディアサービス分野
メディア事業、
エンターテインメント事業

成長牽引事業

収益基盤事業

 これまで（製品事業別組織）

 新しい「会社のかたち」（顧客業界分野別組織）

カーエレクトロニクス
プロフェッショナルシステム

光学＆オーディオ
ソフト＆エンターテインメント

その他
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その他 この冊子は環境保全のため、植物油インキとFSC® 認証紙を使用しています。
また、見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

　これまでの「カーエレクトロニクス」「プロフェッショナ
ルシステム」「光学＆オーディオ」「ソフト＆エンターテイン
メント」の４つの事業セグメントを、「成長牽引事業」である

「オートモーティブ分野」と「収益基盤事業」である「パブリ
ックサービス分野」「メディアサービス分野」の３つの顧客
業界分野別組織へ再編し、新しい「会社のかたち」を構築し
ました。

商 号 株式会社JVCケンウッド
（英文名: JVC KENWOOD Corporation）

事 業 内 容 オートモーティブ分野、パブリックサービス分野、メ
ディアサービス分野の事業等を営むこと、ならびに
これらに相当する事業を営む会社の株式または持分
を保有することによる当該会社の事業活動の管理

設 立 平成20年10月1日
本店所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12 番地

取　締　役
代表取締役会長 河　原 春　郎
代表取締役社長 辻 孝　夫
取締役 相　神 一　裕
取締役 田　村 誠　一
取締役 谷　田 泰　幸
社外取締役 疋　田 純　一
社外取締役 吉　海 正　憲
社外取締役 阿　部 康　行
監　査　役
常勤監査役 坂　本 隆　義
社外監査役 鷲　田 彰　彦
社外監査役 浅　井 彰二郎

証券コード：6632

連結財務諸表

四半期連結貸借対照表 当第2四半期連結会計期間（平成27年9月30日）

四半期連結損益計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

科　目 金　額 （百万円）
資産の部
流動資産 149,480

現金及び預金 44,975
受取手形及び売掛金 50,976
商品及び製品 27,394
仕掛品 4,946
原材料及び貯蔵品 10,123
繰延税金資産 4,029
その他 8,703
貸倒引当金 △ 1,669

固定資産 122,060
有形固定資産 55,800

建物及び構築物(純額) 13,230
機械装置及び運搬具(純額) 7,540
工具、器具及び備品(純額) 5,491
土地 28,100
建設仮勘定 1,436

無形固定資産 24,771
のれん 8,685
ソフトウエア 10,744
その他 5,341

投資その他の資産 41,488
投資有価証券 5,435
退職給付に係る資産 29,844
その他 7,102
貸倒引当金 △ 894

資産合計 271,541

科　目 金　額 （百万円）
売上高 139,384
売上原価 100,972
売上総利益 38,411
販売費及び一般管理費 39,391
営業損失（△） △ 980

営業外収益 613
営業外費用 2,726

経常損失（△） △ 3,093
特別利益 1,591
特別損失 1,413

税金等調整前四半期純損失（△） △ 2,915
法人税、住民税及び事業税 1,534
法人税等調整額 35
法人税等合計 1,569
四半期純損失（△） △ 4,485
非支配株主に帰属する四半期純利益 289
親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △ 4,775

科　目 金　額 （百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,933

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,645

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,544

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 896

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） △ 10,153

現金及び現金同等物の期首残高 54,452

現金及び現金同等物の四半期末残高 44,299

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年６月開催
基準日 定時株主総会　毎年３月31日

期末配当金　　毎年３月31日
中間配当金　　毎年９月30日
上記基準日の他、基準日を定めて剰余金の配当
をすることができます。

公告方法 電子公告により行います。
公告掲載インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com
事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

証券コード 6632

単元株式数 100株
株主名簿管理人・
特別口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

（郵便物送付先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 0120-782-031
（土・日・祝祭日を除く 9：00～17：00）

（インターネットホームページ URL） http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html
株式に関する住所変更等
のお届出およびご照会に
ついて

証券会社の口座をご利用の場合は、取引証券
会社へご照会ください。
証券会社の口座のご利用がない場合および
株式が特別口座※に記録されている場合は、
上記電話照会先までご連絡ください。

※特別口座について 株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管
振替機構）を利用されていなかった株主様には、
株主名簿管理人である上記の三井住友信託
銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設し、株式を記録、管理しています。

お問い合わせ先 株式会社JVCケンウッド
コーポレート・コミュニケーション部　広報・IR部
住所：〒221-0022

神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地
電話：045-444-5232（直通）
Eメール：prir@jvckenwood.com
インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com

〒221-0022  神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地

TOPICS >>

新しい「会社のかたち」へ
〜組織再編〜

科　目 金　額 （百万円）
負債の部
流動負債 98,782

支払手形及び買掛金 32,558
短期借入金 14,776
1年内返済予定の長期借入金 10,897
未払金 7,238
未払費用 18,955
未払法人税等 2,570
製品保証引当金 1,518
返品調整引当金 682
その他 9,586

固定負債 103,839
長期借入金 49,876
再評価に係る繰延税金負債 1,606
繰延税金負債 14,290
退職給付に係る負債 34,698
その他 3,368

負債合計 202,622
純資産の部
株主資本 71,949

資本金 10,000
資本剰余金 45,272
利益剰余金 16,712
自己株式 △ 36

その他の包括利益累計額 △ 8,743
その他有価証券評価差額金 511
繰延ヘッジ損益 △ 39
土地再評価差額金 3,375
為替換算調整勘定 △ 10,095
退職給付に係る調整累計額 △ 2,495

非支配株主持分 5,713
純資産合計 68,918
負債純資産合計 271,541

第8期中間期（第2四半期）のご報告
2015.4.1▶2015.9.30

株主・投資家のみなさまへ

執 行 役 員
（兼）執行役員 最高経営責任者（CEO） 河　原 春　郎
（兼）執行役員 最高執行責任者（COO）
兼 パブリックサービス分野 

（業務用システム・ヘルスケア事業）担当 辻 孝　夫
（兼）執行役員 最高戦略責任者（CSO）
兼 企業戦略部長 田　村 誠　一
執行役員 欧州CEO 江　口 祥一郎

（兼）執行役員 米州CEO
兼 パブリックサービス分野

（無線システム事業）担当 相　神 一　裕
執行役員 副社長 COO補佐

（メディアサービス分野担当） 斉　藤 正　明
執行役員 最高財務責任者（CFO） 藤　田 聡

（兼）執行役員 最高革新責任者（CIO）
兼 オートモーティブ分野責任者 谷　田 泰　幸
執行役員 日本CEO 栗　原 直　一
執行役員 最高リスク責任者（CRO）
兼 コーポレート・マネジメント部担当
兼 経営監査室担当 今　井 正　樹
執行役員 最高生産責任者（CPO） 松　沢 俊　明
執行役員 常務 財務経理部長 宮　本 昌　俊
執行役員 常務 米州CEO補佐

（無線システム事業） 鈴　木 昭
執行役員 アジアCEO
兼 アジア地域パブリックサービス事業統括 大　井 一　樹
執行役員 中国CEO 上　山 博　民

（兼）は取締役との兼務です。

オートモーティブ分野
市販事業、
用品事業、
純正事業など

パブリックサービス分野
セーフティ事業、
ヘルスケア事業

メディアサービス分野
メディア事業、
エンターテインメント事業

成長牽引事業

収益基盤事業

 これまで（製品事業別組織）

 新しい「会社のかたち」（顧客業界分野別組織）

カーエレクトロニクス
プロフェッショナルシステム

光学＆オーディオ
ソフト＆エンターテインメント

その他
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その他 この冊子は環境保全のため、植物油インキとFSC® 認証紙を使用しています。
また、見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

　これまでの「カーエレクトロニクス」「プロフェッショナ
ルシステム」「光学＆オーディオ」「ソフト＆エンターテイン
メント」の４つの事業セグメントを、「成長牽引事業」である

「オートモーティブ分野」と「収益基盤事業」である「パブリ
ックサービス分野」「メディアサービス分野」の３つの顧客
業界分野別組織へ再編し、新しい「会社のかたち」を構築し
ました。

商 号 株式会社JVCケンウッド
（英文名: JVC KENWOOD Corporation）

事 業 内 容 オートモーティブ分野、パブリックサービス分野、メ
ディアサービス分野の事業等を営むこと、ならびに
これらに相当する事業を営む会社の株式または持分
を保有することによる当該会社の事業活動の管理

設 立 平成20年10月1日
本店所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12 番地

取　締　役
代表取締役会長 河　原 春　郎
代表取締役社長 辻 孝　夫
取締役 相　神 一　裕
取締役 田　村 誠　一
取締役 谷　田 泰　幸
社外取締役 疋　田 純　一
社外取締役 吉　海 正　憲
社外取締役 阿　部 康　行
監　査　役
常勤監査役 坂　本 隆　義
社外監査役 鷲　田 彰　彦
社外監査役 浅　井 彰二郎

証券コード：6632

連結財務諸表

四半期連結貸借対照表 当第2四半期連結会計期間（平成27年9月30日）

四半期連結損益計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

科　目 金　額 （百万円）
資産の部
流動資産 149,480

現金及び預金 44,975
受取手形及び売掛金 50,976
商品及び製品 27,394
仕掛品 4,946
原材料及び貯蔵品 10,123
繰延税金資産 4,029
その他 8,703
貸倒引当金 △ 1,669

固定資産 122,060
有形固定資産 55,800

建物及び構築物(純額) 13,230
機械装置及び運搬具(純額) 7,540
工具、器具及び備品(純額) 5,491
土地 28,100
建設仮勘定 1,436

無形固定資産 24,771
のれん 8,685
ソフトウエア 10,744
その他 5,341

投資その他の資産 41,488
投資有価証券 5,435
退職給付に係る資産 29,844
その他 7,102
貸倒引当金 △ 894

資産合計 271,541

科　目 金　額 （百万円）
売上高 139,384
売上原価 100,972
売上総利益 38,411
販売費及び一般管理費 39,391
営業損失（△） △ 980

営業外収益 613
営業外費用 2,726

経常損失（△） △ 3,093
特別利益 1,591
特別損失 1,413

税金等調整前四半期純損失（△） △ 2,915
法人税、住民税及び事業税 1,534
法人税等調整額 35
法人税等合計 1,569
四半期純損失（△） △ 4,485
非支配株主に帰属する四半期純利益 289
親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △ 4,775

科　目 金　額 （百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,933

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,645

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,544

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 896

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） △ 10,153

現金及び現金同等物の期首残高 54,452

現金及び現金同等物の四半期末残高 44,299

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年６月開催
基準日 定時株主総会　毎年３月31日

期末配当金　　毎年３月31日
中間配当金　　毎年９月30日
上記基準日の他、基準日を定めて剰余金の配当
をすることができます。

公告方法 電子公告により行います。
公告掲載インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com
事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

証券コード 6632

単元株式数 100株
株主名簿管理人・
特別口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

（郵便物送付先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 0120-782-031
（土・日・祝祭日を除く 9：00～17：00）

（インターネットホームページ URL） http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html
株式に関する住所変更等
のお届出およびご照会に
ついて

証券会社の口座をご利用の場合は、取引証券
会社へご照会ください。
証券会社の口座のご利用がない場合および
株式が特別口座※に記録されている場合は、
上記電話照会先までご連絡ください。

※特別口座について 株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管
振替機構）を利用されていなかった株主様には、
株主名簿管理人である上記の三井住友信託
銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設し、株式を記録、管理しています。

お問い合わせ先 株式会社JVCケンウッド
コーポレート・コミュニケーション部　広報・IR部
住所：〒221-0022

神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地
電話：045-444-5232（直通）
Eメール：prir@jvckenwood.com
インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com

〒221-0022  神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地

TOPICS >>

新しい「会社のかたち」へ
〜組織再編〜

科　目 金　額 （百万円）
負債の部
流動負債 98,782

支払手形及び買掛金 32,558
短期借入金 14,776
1年内返済予定の長期借入金 10,897
未払金 7,238
未払費用 18,955
未払法人税等 2,570
製品保証引当金 1,518
返品調整引当金 682
その他 9,586

固定負債 103,839
長期借入金 49,876
再評価に係る繰延税金負債 1,606
繰延税金負債 14,290
退職給付に係る負債 34,698
その他 3,368

負債合計 202,622
純資産の部
株主資本 71,949

資本金 10,000
資本剰余金 45,272
利益剰余金 16,712
自己株式 △ 36

その他の包括利益累計額 △ 8,743
その他有価証券評価差額金 511
繰延ヘッジ損益 △ 39
土地再評価差額金 3,375
為替換算調整勘定 △ 10,095
退職給付に係る調整累計額 △ 2,495

非支配株主持分 5,713
純資産合計 68,918
負債純資産合計 271,541

第8期中間期（第2四半期）のご報告
2015.4.1▶2015.9.30

株主・投資家のみなさまへ

執 行 役 員
（兼）執行役員 最高経営責任者（CEO） 河　原 春　郎
（兼）執行役員 最高執行責任者（COO）
兼 パブリックサービス分野 

（業務用システム・ヘルスケア事業）担当 辻 孝　夫
（兼）執行役員 最高戦略責任者（CSO）
兼 企業戦略部長 田　村 誠　一
執行役員 欧州CEO 江　口 祥一郎

（兼）執行役員 米州CEO
兼 パブリックサービス分野

（無線システム事業）担当 相　神 一　裕
執行役員 副社長 COO補佐

（メディアサービス分野担当） 斉　藤 正　明
執行役員 最高財務責任者（CFO） 藤　田 聡

（兼）執行役員 最高革新責任者（CIO）
兼 オートモーティブ分野責任者 谷　田 泰　幸
執行役員 日本CEO 栗　原 直　一
執行役員 最高リスク責任者（CRO）
兼 コーポレート・マネジメント部担当
兼 経営監査室担当 今　井 正　樹
執行役員 最高生産責任者（CPO） 松　沢 俊　明
執行役員 常務 財務経理部長 宮　本 昌　俊
執行役員 常務 米州CEO補佐

（無線システム事業） 鈴　木 昭
執行役員 アジアCEO
兼 アジア地域パブリックサービス事業統括 大　井 一　樹
執行役員 中国CEO 上　山 博　民

（兼）は取締役との兼務です。

オートモーティブ分野
市販事業、
用品事業、
純正事業など

パブリックサービス分野
セーフティ事業、
ヘルスケア事業

メディアサービス分野
メディア事業、
エンターテインメント事業

成長牽引事業

収益基盤事業

 これまで（製品事業別組織）

 新しい「会社のかたち」（顧客業界分野別組織）

カーエレクトロニクス
プロフェッショナルシステム

光学＆オーディオ
ソフト＆エンターテインメント

その他
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その他 この冊子は環境保全のため、植物油インキとFSC® 認証紙を使用しています。
また、見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

　これまでの「カーエレクトロニクス」「プロフェッショナ
ルシステム」「光学＆オーディオ」「ソフト＆エンターテイン
メント」の４つの事業セグメントを、「成長牽引事業」である

「オートモーティブ分野」と「収益基盤事業」である「パブリ
ックサービス分野」「メディアサービス分野」の３つの顧客
業界分野別組織へ再編し、新しい「会社のかたち」を構築し
ました。

商 号 株式会社JVCケンウッド
（英文名: JVC KENWOOD Corporation）

事 業 内 容 オートモーティブ分野、パブリックサービス分野、メ
ディアサービス分野の事業等を営むこと、ならびに
これらに相当する事業を営む会社の株式または持分
を保有することによる当該会社の事業活動の管理

設 立 平成20年10月1日
本店所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12 番地

取　締　役
代表取締役会長 河　原 春　郎
代表取締役社長 辻 孝　夫
取締役 相　神 一　裕
取締役 田　村 誠　一
取締役 谷　田 泰　幸
社外取締役 疋　田 純　一
社外取締役 吉　海 正　憲
社外取締役 阿　部 康　行
監　査　役
常勤監査役 坂　本 隆　義
社外監査役 鷲　田 彰　彦
社外監査役 浅　井 彰二郎

証券コード：6632

連結財務諸表

四半期連結貸借対照表 当第2四半期連結会計期間（平成27年9月30日）

四半期連結損益計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
当第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

科　目 金　額 （百万円）
資産の部
流動資産 149,480

現金及び預金 44,975
受取手形及び売掛金 50,976
商品及び製品 27,394
仕掛品 4,946
原材料及び貯蔵品 10,123
繰延税金資産 4,029
その他 8,703
貸倒引当金 △ 1,669

固定資産 122,060
有形固定資産 55,800

建物及び構築物(純額) 13,230
機械装置及び運搬具(純額) 7,540
工具、器具及び備品(純額) 5,491
土地 28,100
建設仮勘定 1,436

無形固定資産 24,771
のれん 8,685
ソフトウエア 10,744
その他 5,341

投資その他の資産 41,488
投資有価証券 5,435
退職給付に係る資産 29,844
その他 7,102
貸倒引当金 △ 894

資産合計 271,541

科　目 金　額 （百万円）
売上高 139,384
売上原価 100,972
売上総利益 38,411
販売費及び一般管理費 39,391
営業損失（△） △ 980

営業外収益 613
営業外費用 2,726

経常損失（△） △ 3,093
特別利益 1,591
特別損失 1,413

税金等調整前四半期純損失（△） △ 2,915
法人税、住民税及び事業税 1,534
法人税等調整額 35
法人税等合計 1,569
四半期純損失（△） △ 4,485
非支配株主に帰属する四半期純利益 289
親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △ 4,775

科　目 金　額 （百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,933

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,645

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,544

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 896

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） △ 10,153

現金及び現金同等物の期首残高 54,452

現金及び現金同等物の四半期末残高 44,299

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年６月開催
基準日 定時株主総会　毎年３月31日

期末配当金　　毎年３月31日
中間配当金　　毎年９月30日
上記基準日の他、基準日を定めて剰余金の配当
をすることができます。

公告方法 電子公告により行います。
公告掲載インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com
事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

証券コード 6632

単元株式数 100株
株主名簿管理人・
特別口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

（郵便物送付先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 0120-782-031
（土・日・祝祭日を除く 9：00～17：00）

（インターネットホームページ URL） http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html
株式に関する住所変更等
のお届出およびご照会に
ついて

証券会社の口座をご利用の場合は、取引証券
会社へご照会ください。
証券会社の口座のご利用がない場合および
株式が特別口座※に記録されている場合は、
上記電話照会先までご連絡ください。

※特別口座について 株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管
振替機構）を利用されていなかった株主様には、
株主名簿管理人である上記の三井住友信託
銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設し、株式を記録、管理しています。

お問い合わせ先 株式会社JVCケンウッド
コーポレート・コミュニケーション部　広報・IR部
住所：〒221-0022

神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地
電話：045-444-5232（直通）
Eメール：prir@jvckenwood.com
インターネットホームページURL：
http://www.jvckenwood.com

〒221-0022  神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目12番地

TOPICS >>

新しい「会社のかたち」へ
〜組織再編〜

科　目 金　額 （百万円）
負債の部
流動負債 98,782

支払手形及び買掛金 32,558
短期借入金 14,776
1年内返済予定の長期借入金 10,897
未払金 7,238
未払費用 18,955
未払法人税等 2,570
製品保証引当金 1,518
返品調整引当金 682
その他 9,586

固定負債 103,839
長期借入金 49,876
再評価に係る繰延税金負債 1,606
繰延税金負債 14,290
退職給付に係る負債 34,698
その他 3,368

負債合計 202,622
純資産の部
株主資本 71,949

資本金 10,000
資本剰余金 45,272
利益剰余金 16,712
自己株式 △ 36

その他の包括利益累計額 △ 8,743
その他有価証券評価差額金 511
繰延ヘッジ損益 △ 39
土地再評価差額金 3,375
為替換算調整勘定 △ 10,095
退職給付に係る調整累計額 △ 2,495

非支配株主持分 5,713
純資産合計 68,918
負債純資産合計 271,541

第8期中間期（第2四半期）のご報告
2015.4.1▶2015.9.30

株主・投資家のみなさまへ

執 行 役 員
（兼）執行役員 最高経営責任者（CEO） 河　原 春　郎
（兼）執行役員 最高執行責任者（COO）
兼 パブリックサービス分野 

（業務用システム・ヘルスケア事業）担当 辻 孝　夫
（兼）執行役員 最高戦略責任者（CSO）
兼 企業戦略部長 田　村 誠　一
執行役員 欧州CEO 江　口 祥一郎

（兼）執行役員 米州CEO
兼 パブリックサービス分野

（無線システム事業）担当 相　神 一　裕
執行役員 副社長 COO補佐

（メディアサービス分野担当） 斉　藤 正　明
執行役員 最高財務責任者（CFO） 藤　田 聡

（兼）執行役員 最高革新責任者（CIO）
兼 オートモーティブ分野責任者 谷　田 泰　幸
執行役員 日本CEO 栗　原 直　一
執行役員 最高リスク責任者（CRO）
兼 コーポレート・マネジメント部担当
兼 経営監査室担当 今　井 正　樹
執行役員 最高生産責任者（CPO） 松　沢 俊　明
執行役員 常務 財務経理部長 宮　本 昌　俊
執行役員 常務 米州CEO補佐

（無線システム事業） 鈴　木 昭
執行役員 アジアCEO
兼 アジア地域パブリックサービス事業統括 大　井 一　樹
執行役員 中国CEO 上　山 博　民

（兼）は取締役との兼務です。

オートモーティブ分野
市販事業、
用品事業、
純正事業など

パブリックサービス分野
セーフティ事業、
ヘルスケア事業

メディアサービス分野
メディア事業、
エンターテインメント事業

成長牽引事業

収益基盤事業

 これまで（製品事業別組織）

 新しい「会社のかたち」（顧客業界分野別組織）

カーエレクトロニクス
プロフェッショナルシステム

光学＆オーディオ
ソフト＆エンターテインメント

その他
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